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　　日本公衆衛生協会　健康危機管理時の栄養・食生活支援ガイドライン　改編
○Ａ圏域特定給食施設間相互支援マニュアル


～Ｂ病院への支援～


１　目的


　　Ａ圏域で喫食者が多いＢ病院において、食中毒や災害が発生した場合でも、喫食者に


　対して、安全かつ確実に食事が提供できるように、Ａ圏域の特定給食施設間で広域的に


　相互支援ができるようにするためのネットワークを構築することを目的とする。





２　健康危機発生時の対応


　　Ｂ病院は、Ａ圏域特定給食施設協議会の会長及び事務局に連絡するとともに、各支援


　施設に対して、支援食の依頼及び支援体制の確認をとることとする。また、Ａ圏域特定


　給食施設協議会事務局は、各支援施設への協力依頼及び特定給食施設協議会長に連絡を


　行うものとする。





３　支援体制及び支援方法


　　支援体制は、Ａ圏域第一部会の給食施設において行うとともに、健康危機発生時は○


　○保健所食品衛生課の指導のもと、支援を行う。





４　搬送方法


　　搬送に際しては、衛生的な容器を使用するとともに、保冷車での運搬を原則とする。


　支援食の容器は、使い捨て容器（弁当パック）とし、支援施設側が用意する。なお、搬送時の容器等、搬送者及び運転手についてはＢ病院で準備する。





５　経費


　　食材料費、食器、運搬費、人件費等諸経費は有償とし、支援施設からの請求に基づき


　Ｂ病院が弁済する。





６　その他


　　各事務局及び各施設の担当者が変更になった場合は、速やかにＡ圏域特定給食施設協


議会事務局へ連絡するものとする。事務局は、各事務局及び各施設にその旨、周知を行う。
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